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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

３．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

回次 
第51期 

第２四半期 
連結累計期間 

第52期 
第２四半期 
連結累計期間 

第51期 

会計期間 
自  平成25年１月１日
至  平成25年６月30日

自  平成26年１月１日 
至  平成26年６月30日 

自  平成25年１月１日
至  平成25年12月31日

売上高 (百万円) 18,504 20,878 36,435 

経常利益 (百万円) 984 1,950 1,638 

四半期(当期)純利益 (百万円) 597 1,113 982 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 729 1,100 1,270 

純資産額 (百万円) 20,851 22,238 21,392 

総資産額 (百万円) 43,399 49,992 37,132 

１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 42.28 78.73 69.46 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 47.8 44.3 57.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 11,578 14,067 3,012 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,242 △1,236 △962 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △253 △108 89 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

(百万円) 12,538 21,314 8,592 
 

回次 
第51期 

第２四半期 
連結会計期間 

第52期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 46.35 37.17 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

（１）経営成績の分析 

当社グループの属する建設コンサルタント産業を取り巻く事業環境は、国の平成26年度一般会計予算において

公共事業関係費が前年度比12.9％増となるなど、堅調に改善しています。 

このような状況下において、当社グループは、引き続き東日本大震災からの復興事業に積極的に取り組むほ

か、全国防災関連業務への対応や海外・マネジメント・都市・環境といった重点分野の事業展開、港湾・水道等

の未参入分野への進出を強化してまいりました。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の当社グループ全体の受注高は前年同四半期比1.2％減の22,549百万円

（前年同四半期22,813百万円）となりました。売上高につきましては、20,878百万円（前年同四半期18,504百万

円）となり通期予想売上高の51.6％となりました。経常利益は1,950百万円（前年同四半期984百万円）と通期予

想経常利益の84.8％、第２四半期純利益は1,113百万円（前年同四半期597百万円）となり、通期予想当期純利益

の85.6％となっております。 

（２）財政状態の分析 

（資産） 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は49,992百万円となり、前連結会計年度末に比べ12,860百万円

の増加となりました。これは主に受託料収入等による現金及び預金ならびに有価証券の増加によるものであり

ます。 

（負債） 

当第２四半期連結会計期間末における総負債は27,754百万円となり、前連結会計年度末に比べ12,014百万円

の増加となりました。これは主に未成業務受入金の増加によるものであります。 

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産は22,238百万円となり、前連結会計年度末に比べ845百万円の増

加となりました。これは主に当期四半期純利益によるものであります。 
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（３）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は21,314百万円とな

り、前連結会計年度末と比べ12,722百万円の増加となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシ

ュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果取得した資金は14,067百万円（前年同四半期連結累計期間比21.5％増）となりました。これ

は主に未成業務受入金の増加額12,675百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,236百万円（前年同四半期連結累計期間比76.4％減）となりました。これは

主に定期預金の預入れと払戻による純支出1,700百万円、投資有価証券の売却による収入540百万円によるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は108百万円（前年同四半期連結累計期間比57.4％減）となりました。これは主

に短期借入金純増額200百万円、配当金による支出253百万円によるものであります。 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

（５）研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動に要した費用の総額は、228百万円であります。なお、当第

２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

（４）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成26年６月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成26年８月13日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 14,159,086 14,159,086 
東京証券取引所市場 
第一部 

単元株式数  100株 

計 14,159,086 14,159,086 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成26年４月１日～ 
平成26年６月30日 

― 14,159,086 ― 3,025 ― 4,122 
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（６）【大株主の状況】 

  

 

    平成26年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

建設技術研究所従業員持株会 
東京都中央区日本橋浜町３丁目21－１ 
(日本橋浜町Ｆタワー) 
［㈱建設技術研究所内］ 

1,610 11.4 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 459 3.2 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 416 2.9 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 371 2.6 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
(常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 
(東京都港区浜松町２丁目11番３号) 

354 2.5 

住友生命保険相互会社 
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社) 

東京都中央区築地７丁目18－24 
(東京都中央区晴海１丁目８－11) 

300 2.1 

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE 
PORTFOLIO 
(常任代理人 シティバンク銀行
株式会社) 

388 GREENWICH STREET, NY, NY10013, USA 
(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 

286 2.0 

第一生命保険株式会社 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 
(東京都中央区晴海１丁目８－12 晴海トリト
ンスクエアタワーＺ棟) 

269 1.9 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 
日本生命証券管理部内 

215 1.5 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口９) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 211 1.5 

計 ― 4,495 31.8 
 

― 6 ―



（７）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(注) １  「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が4,100株(議決権の数41個)含まれており

ます。 

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が9株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

（１）新任役員 

該当事項はありません。 

（２）退任役員 

該当事項はありません。 

（３）役職の異動 

該当事項はありません。 

 

      平成26年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

17,900 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

14,110,000 
141,100 ― 

単元未満株式 
普通株式 

31,186 
― ― 

発行済株式総数 14,159,086 ― ― 

総株主の議決権 ― 141,100 ― 
 

    平成26年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社建設技術研究所 
東京都中央区日本橋浜町 
３－21－１ 

17,900 ― 17,900 0.1 

計 ― 17,900 ― 17,900 0.1 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

（１）【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 3,390 6,314 

    受取手形及び完成業務未収入金 2,301 1,013 

    有価証券 5,502 17,000 

    未成業務支出金 12,843 12,941 

    その他 840 681 

    貸倒引当金 △13 △12 

    流動資産合計 24,865 37,937 

  固定資産     

    有形固定資産     

      土地 4,584 4,584 

      その他（純額） 2,184 2,158 

      有形固定資産合計 6,768 6,743 

    無形固定資産 223 216 

    投資その他の資産     

      その他 5,274 5,096 

      貸倒引当金 △0 △0 

      投資その他の資産合計 5,274 5,095 

    固定資産合計 12,266 12,055 

  資産合計 37,132 49,992 

負債の部     

  流動負債     

    業務未払金 1,618 673 

    短期借入金 600 800 

    未払法人税等 706 907 

    未成業務受入金 9,204 21,880 

    賞与引当金 534 444 

    役員賞与引当金 21 10 

    業務損失引当金 95 54 

    その他 1,935 1,926 

    流動負債合計 14,717 26,698 

  固定負債     

    退職給付引当金 601 641 

    資産除去債務 121 125 

    その他 300 289 

    固定負債合計 1,022 1,055 

  負債合計 15,740 27,754 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 3,025 3,025 

    資本剰余金 4,122 4,122 

    利益剰余金 13,620 14,479 

    自己株式 △11 △11 

    株主資本合計 20,757 21,615 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 523 518 

    その他の包括利益累計額合計 523 518 

  少数株主持分 111 103 

  純資産合計 21,392 22,238 

負債純資産合計 37,132 49,992 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 18,504 20,878 

売上原価 13,885 15,252 

売上総利益 4,618 5,625 

販売費及び一般管理費 ※1  3,690 ※1  3,717 

営業利益 927 1,907 

営業外収益     

  受取利息 9 7 

  受取配当金 10 14 

  受取家賃 17 17 

  為替差益 13 - 

  その他 13 17 

  営業外収益合計 64 56 

営業外費用     

  支払利息 0 2 

  支払手数料 2 2 

  為替差損 - 7 

  設立５０周年記念事業費 3 - 

  その他 - 0 

  営業外費用合計 7 13 

経常利益 984 1,950 

特別利益     

  固定資産売却益 166 - 

  投資有価証券売却益 - 22 

  特別利益合計 166 22 

特別損失     

  固定資産処分損 0 2 

  リース解約損 10 0 

  その他 - 0 

  特別損失合計 11 3 

税金等調整前四半期純利益 1,139 1,970 

法人税等 552 864 

少数株主損益調整前四半期純利益 587 1,105 

少数株主損失（△） △10 △7 

四半期純利益 597 1,113 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 587 1,105 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 141 △4 

  その他の包括利益合計 141 △4 

四半期包括利益 729 1,100 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 739 1,108 

  少数株主に係る四半期包括利益 △10 △7 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 1,139 1,970 

  減価償却費 179 175 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △19 △0 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △38 39 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 44 △89 

  役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9 △10 

  業務損失引当金の増減額（△は減少） 11 △40 

  受取利息及び受取配当金 △19 △22 

  支払利息 0 2 

  投資有価証券売却損益（△は益） - △22 

  固定資産処分損益（△は益） △165 2 

  リース解約損 10 0 

  売上債権の増減額（△は増加） 1,337 1,287 

  未成業務支出金の増減額（△は増加） △779 △97 

  業務未払金の増減額（△は減少） △503 △943 

  未成業務受入金の増減額（△は減少） 10,576 12,675 

  その他 △19 △251 

  小計 11,745 14,675 

  利息及び配当金の受取額 18 23 

  利息の支払額 △0 △2 

  法人税等の支払額 △183 △629 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 11,578 14,067 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有価証券の取得による支出 △3,000 - 

  有形固定資産の取得による支出 △19 △57 

  有形固定資産の売却による収入 192 - 

  無形固定資産の取得による支出 △24 △38 

  投資有価証券の取得による支出 - △86 

  投資有価証券の売却による収入 - 540 

  関係会社株式の取得による支出 - △18 

  関係会社出資金の払込による支出 △25 - 

  定期預金の預入による支出 △2,500 △2,000 

  定期預金の払戻による収入 - 300 

  その他 134 123 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △5,242 △1,236 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 50 200 

  自己株式の取得による支出 △0 △0 

  リース債務の返済による支出 △76 △53 

  配当金の支払額 △225 △253 

  少数株主への配当金の支払額 △1 - 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △253 △108 

現金及び現金同等物に係る換算差額 7 0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,089 12,722 

現金及び現金同等物の期首残高 6,448 8,592 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  12,538 ※1  21,314 
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【注記事項】 

（表示方法の変更） 

  
（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理） 

  

（四半期連結貸借対照表関係） 

１  保証債務 

当社グループ従業員の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。 

  

（四半期連結損益計算書関係） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年１月１日  至  平成26年６月30日） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 
前第２四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「短期借入れによる収入」

および「短期借入金の返済による支出」は総額表示しておりましたが、期間が短く、かつ、回転が早いため、
当第２四半期連結累計期間より「短期借入金の純増減額（△は減少）」として純額表示することとしておりま
す。この表示方法の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っ
ております。 
この結果、前第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動による

キャッシュ・フロー」の「短期借入れによる収入」に表示していた750百万円および「短期借入金の返済による
支出」に表示していた△700百万円は、「短期借入金の純増減額（△は減少）」50百万円として組替えておりま
す。  

 

  
当第２四半期連結累計期間 

（自  平成26年１月１日  至  平成26年６月30日） 

１．税金費用の計算   税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

従業員 66百万円 58百万円 
 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成25年１月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年１月１日 
至  平成26年６月30日) 

給料手当 1,576百万円 1,501百万円 

賞与引当金繰入額 129  122  

役員賞与引当金繰入額 13  10  

退職給付費用 77  69  
 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成25年１月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年１月１日 
至  平成26年６月30日) 

現金及び預金勘定 5,838百万円 6,314百万円 

有価証券勘定 12,500 17,000 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,800 △2,000 

預入期間が３ヶ月を超える譲渡性預金 △3,000 ― 

現金及び現金同等物 12,538 21,314 
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（株主資本等関係） 

前第２四半期連結累計期間（自  平成25年１月１日  至  平成25年６月30日） 

１．配当金支払額 

  

当第２四半期連結累計期間（自  平成26年１月１日  至  平成26年６月30日） 

１．配当金支払額 

  

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日）および当第２四半期連結累計期間

（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日） 

当社グループの事業は、建設コンサルタントならびにこれらの付帯業務の単一事業であり、当該事業以外に事業

の種類がなく単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年３月27日 
定時株主総会 

普通株式 226 16 平成24年12月31日 平成25年３月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年３月27日 
定時株主総会 

普通株式 254 18 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金 
 

項目 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年１月１日 
 至  平成25年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成26年１月１日 
 至  平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 42.28円 78.73円 

  (算定上の基礎)     

  四半期純利益金額(百万円) 597 1,113 

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

  普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 597 1,113 

  普通株式の期中平均株式数(千株) 14,141 14,141 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成26年８月７日

株式会社建設技術研究所 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社建

設技術研究所の平成２６年１月１日から平成２６年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

２６年４月１日から平成２６年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２６年１月１日から平成２６年６

月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包

括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社建設技術研究所及び連結子会社の平成２６年６月３０日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    北  方  宏  樹    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    滝  沢  勝  己    印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年８月13日 

【会社名】 株式会社建設技術研究所 

【英訳名】 CTI Engineering Co.,Ltd 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 村田 和夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋浜町三丁目21番１号  

【縦覧に供する場所】 株式会社建設技術研究所 大阪本社 

（大阪市中央区道修町一丁目６番７号） 

株式会社建設技術研究所 中部支社 

（名古屋市中区錦一丁目５番13号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長村田和夫は、当社の第52期第２四半期（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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